
令和２年（２０２０年）4月１日から

建設業許可関係、経営事項審査の各種書類は
各地方整備局等へ直接提出となります。
※主たる営業所が山梨県、大分県にある許可業者を除く

最寄りの都道府県窓口への提出・受付は行えませんのでご注意下さい。
詳細な提出方法等はお近くの地方整備局ＨＰをご確認願います。

【直接地方整備局等へ提出となるもの】
建設業許可申請（新規、更新等）、決算変更届等の各種届出、経営事項審査申請

国 土 交 通 省

大臣許可業者のみなさまへ大事なお知らせ
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北海道開発局 事業振興部建設産業課 ０１１－７０９－２３１１
東北地方整備局 建政部建設産業課 ０２２－２２５－２１７１
関東地方整備局 建政部建設産業第一課 ０４８－６０１－３１５１
北陸地方整備局 建政部計画・建設産業課 ０２５－２８０－８８８０
中部地方整備局 建政部建設産業課 ０５２－９５３－８５７２
近畿地方整備局 建政部建設産業第一課 ０６－６９４２－１１４１
中国地方整備局 建政部計画・建設産業課 ０８２－２２１－９２３１
四国地方整備局 建政部計画・建設産業課 ０８７－８５１－８０６１
九州地方整備局 建政部建設産業課 ０９２－４７１－６３３１
沖縄総合事務局 開発建設部 建設産業・地方整備課 ０９８－８６６－００３１

※ 建設業許可担当・経営事項審査担当までお問い合わせください
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令和２年（２０２０年）４月１日から

問合せ先一覧

現 状

令和２年（２０２０年）３月３１日まで



 

 

国 土 建 第 3 2 4 号 
令和元年 11 月１日 

 
建設業者団体の長 殿 
 
 

国土交通省土地・建設産業局建設業課長       
 
 
 

国土交通大臣に対する建設業の許可申請等に係る 
都道府県経由事務の廃止について（通知） 

 
 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律」（令和元年法律第 26 号）が令和元年５月３１日に成立し、令和２年４

月１日より施行され、令和２年４月１日以降、国土交通大臣に提出する許可申請書そ

の他書類で国土交通省令で定めるものについては、都道府県を経由して地方整備局等

に提出する義務がなくなります。 
他方、「平成 30 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成 30 年 12 月 25 日

閣議決定）において、「申請手続が電子化されるまでの間において、都道府県が希望す

る場合には、都道府県を経由して国土交通大臣に提出することも可能とする」とされ

ており、経由を希望する都道府県（別紙１参照）に主たる営業所を有する建設業者は、

引き続き許可申請書その他書類を都道府県を経由して、地方整備局等に提出すること

ができることとされております。 

経由事務の廃止に係る事務の取扱いを下記の通り通知いたしますので、貴団体にお

かれましては、傘下の建設業者に対し、本通知の内容について周知徹底を図っていた

だきますようお願いします。 

 
記 

 
１．経由事務の存続を希望しない都道府県に主たる営業所を有する建設業者は、令和

２年４月１日以降、以下の書類について当該都道府県を管轄する地方整備局等へ直

接、郵送又は持ち込みにより、書類を提出すること。 
 
 
  ・建設業許可申請書及びその添付書類（建設業法第５条、第６条及び建設業法施

行規則第２条、第３条、第４条、第５条関係） 
 



 

 

 
  ・変更・廃業等の届出書及びその添付書類（建設業法第 11 条、第 12 条及び建設

業法施行規則第７条の２、第８条、第９条、第 10 条関係） 
  ・経営規模等評価申請書及びその添付書類（建設業法第 27 条の 26 第２項、第３

項及び建設業法施行規則第 19 条の６関係） 
  ・総合評定値の請求書及び経営状況分析の結果の通知書（建設業法施行規則第 21

条の２第２項関係） 
   
 
２．経由事務の存続を希望する都道府県に主たる営業所を有する建設業者は、令和

２年４月１日以降も、１に掲げる書類について、従来どおり都道府県を経由して、

地方整備局等に提出すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
（別紙１） 
 

令和２年４月１日以降の各都道府県の経由事務の存廃の状況及び 
許可申請書その他書類の提出先 

 

経由事務の存廃 経由事務の存廃 提出先

北海道 廃止 北海道開発局 滋賀県 廃止 近畿地方整備局

青森県 廃止 東北地方整備局 京都府 廃止 近畿地方整備局

岩手県 廃止 東北地方整備局 大阪府 廃止 近畿地方整備局

宮城県 廃止 東北地方整備局 兵庫県 廃止 近畿地方整備局

秋田県 廃止 東北地方整備局 奈良県 廃止 近畿地方整備局

山形県 廃止 東北地方整備局 和歌山県 廃止 近畿地方整備局

福島県 廃止 東北地方整備局 鳥取県 廃止 中国地方整備局

茨城県 廃止 関東地方整備局 島根県 廃止 中国地方整備局

栃木県 廃止 関東地方整備局 岡山県 廃止 中国地方整備局

群馬県 廃止 関東地方整備局 広島県 廃止 中国地方整備局

埼玉件 廃止 関東地方整備局 山口県 廃止 中国地方整備局

千葉県 廃止 関東地方整備局 徳島県 廃止 四国地方整備局

東京都 廃止 関東地方整備局 香川県 廃止 四国地方整備局

神奈川県 廃止 関東地方整備局 愛媛県 廃止 四国地方整備局

新潟県 廃止 北陸地方整備局 高知県 廃止 四国地方整備局

富山県 廃止 北陸地方整備局 福岡県 廃止 九州地方整備局

石川県 廃止 北陸地方整備局 佐賀県 廃止 九州地方整備局

福井県 廃止 近畿地方整備局 長崎県 廃止 九州地方整備局

山梨県 存続 山梨県 熊本県 廃止 九州地方整備局

長野県 廃止 関東地方整備局 大分県 存続 大分県

岐阜県 廃止 中部地方整備局 宮崎県 廃止 九州地方整備局

静岡県 廃止 中部地方整備局 鹿児島県 廃止 九州地方整備局

愛知県 廃止 中部地方整備局 沖縄県 廃止 沖縄総合事務局

三重県 廃止 中部地方整備局

都道府県 提出先 都道府県


